
2020年度新型コロナウイルス対応緊急支援助成＜随時募集（3次）＞に基づく実行団体公募

中国5県コロナ対応緊急支援助成（第2期）

オンライン公募説明会

■開催概要

日 時： 2021年4月2日（金）17：00～19：00
2021年4月5日（月）10：00～12：00
※同じ内容です。希望の回にお申込みください。

定 員： 各回50回線（先着順）

開催方法： オンライン（ZOOM）

申込締切：2021年4月2日（金）15時

※ZOOM参加用URLはお申込み後、
別途メールにてお知らせします。

公募説明会

■説明内容

①休眠預金等活用制度について
②申請にあたっての留意事項

③各県テーマの説明

※ZOOMのブレイクアウトルーム機能
で県ごとに分かれて説明します。

■申込方法

WEBフォームよりお申込みください。

中国5県休眠預金等活用コンソーシアム

■岡山公募テーマ公募概要
（岡山）

■採択予定団体数 4団体程度

■助成額（助成期間） 2,00万円～3,000万円程度（2021年6月頃～2021年12月（最長））

■公募期間 2021年4月1日～2021年4月23日17：00（必着）

岡山エリア担当：NPO法人岡山NPOセンター

■コンソーシアム構成団体
公益財団法人とっとり県民活動活性化センター
公益財団法人ふるさと島根定住財団
NPO法人岡山NPOセンター
NPO法人ひろしまNPOセンター
NPO法人やまぐち県民ネット２１

公式ページ： https://kyumin-chu5.npoc.or.jp/
お問合わせ： 086-224-0995（岡山NPOセンター）

npokayama@gmail.com
担 当 者： 西村、妹尾、北内

※職員が一部在宅勤務を行っておりますため、恐れ入りますがメールでのお問合せをいただけますと幸いです。

DVや虐待、生活困窮等による緊急避難のための
住居・居場所の確保支援

■対象となる団体
岡山県内に活動拠点を置き、岡山県内で民間公益活動を行う団体で次の条件を満たすこと。

 法人格を有する団体（法人格の種類は問わない）。
 本テーマに関する一定数以上の参加者または利用者を有し、岡山県内で本テーマに関する活動

実績を有する団体。
 組織基盤の強化や事業の見直しなどに取り組む意思をもつ団体であること。
 行政機関からの委託または補助事業のみに取り組む団体でないこと。

https://bit.ly/2QnlSt5



テーマ
DVや虐待、生活困窮等による緊急避難のための住居・居場所の確
保支援

対象エリア 岡山県

解決すべき
社会の諸課題

コロナ禍における外出の自粛や出勤の抑制等により、家庭内で親子がと
もに過ごす時間が長くなっている。それと共に、ストレスの高まりや、以前か
らDVや虐待の兆候があった家庭での状況悪化等が発生している。家庭
の様子が外部から見えづらくなることで、虐待等の問題が察知しづらくなっ
ている。また、特に非正規雇用で働くひとり親家庭等では、収入の減額に
より生活の維持が困難な状況となっている。
こうした状況は長期化が予測されるため、親や子が一時的に寝る場所・
住む場所・居場所となる場所を提供する支援や、シェルターでの受入数の
増加が望まれる。またそれらの施設を短期確保や賃貸ではなく、安心して
提供し続けるための確保が必要となる。そこで本件では物件の確保（購
入等）を通じて上記の課題解決を目指す。

【本事業において解決を図る課題】
(1) DVや虐待のための匿名性の高いシェルター物件が足りていない、

また維持が困難である状態
(2) 生活困窮者（シングル親、ホームレス、若者、障がい者など）の

ための一時避難的な住居及び居場所の物件が足りていない、
また維持が困難である状態

(3) (1)(2)の場に関する情報が必要とされる方へ届かない状態

実行団体に
期待する
活動概要

緊急避難的な住居や居場所の確保（物件購入等）を通じて、コロナ
禍でDV・虐待などへの支援が必要な方や、コロナ感染拡大防止の影響
による経済悪化で生活困窮に陥った方への支援に繋がる活動

採択予定
実行団体数

4団体程度

1団体あたりの
助成額

2,000～3,000万円程度

対象となる
団体

岡山県内に活動拠点を置き、岡山県内で民間公益活動を行う団体で
次の条件を満たすこと。
・法人格を有する団体（法人格の種類は問わない）。
本テーマでは不動産取得による拠点整備を事業実施の前提としているため、物件の
所有者を明確にする観点から、法人格を持たない任意団体による申請は対象外と
します。
・物件は取得または既存のものの改修を対象とする。
・本事業で整備する拠点を岡山県内に置くこと。
・本テーマに関する一定数以上の参加者または利用者を有し、岡山県内で本テーマ
に関する活動実績を有する団体。
・組織基盤の強化や事業の見直しなどに取り組む意思をもつ団体であること。
・行政機関からの委託または補助事業のみに取り組む団体でないこと。


